
─特集 2 ─

今国会で成立・審議中の 
労働関係法案

健康保険法、育児・介護休業法および 
雇用保険法等の改正概要と審議状況

令和 3年 1月18日に召集された第204回通常国会（会期は 6月16日までの150日間の予定）
に提出された人事労務関係の法案の改正概要と審議状況（本記事作成時点のもの）につい
て紹介する。
［ 1］�全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律案

【審議中】
［ 2］�育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保

険法の一部を改正する法律案【審議中】
なお、厚生労働省のホームページ※ 1では、本稿で紹介した上記法律案について、概要や法
律案要綱のほか、「法律案案文・理由」「法律案新旧対照条文」「参照条文」を見ることがで
きる。
※ 1　「国会提出法案 厚生労働省が今国会に提出した法律案について」
　　　https://www.mhlw.go.jp/shokanhourei/teishutsuhouan/index.html

深田俊彦（ふかだ としひこ）　　特定社会保険労務士（社会保険労務士法人大野事務所）

慶應義塾大学法学部法律学科卒業。約 4年間の社会保険労務士事務所勤務を経て、2006年に大野事務所入所。人事労務に関する
相談業務、IPO支援コンサルティングに主に従事。著書に『厚生労働省「業務取扱要領」を踏まえた離職票作成ハンドブック』
（共著、日本法令）、『第 2版 適正 労働時間管理』（共著、労務行政）。
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労働法令
今国会で成立・審議中の労働関係法案

　第204回通常国会が令和 3 年 1 月18日に召集さ

れた。今国会に提出されている労働関係法案は、

昨年（令和 2年）の通常国会に比べると本数が格

段に少ないが、内容としては実務に与える影響が

大きいものとなっている。そのため、法案の段階

ではあるものの、予定されている改正内容のポイ

ントを早期に押さえておくことは非常に有益であ

るといえる。

　今回の法案で主軸となっているのは育児休業に

関するものであり、人事担当者のみならず、労働

者自身もその動向をぜひとも注視しておくべきで

ある。今回の改正法案を見据えた実務対応の出発

点として、本稿がその一助となれば幸いである。

　第204回通常国会における提出法案の審議状況

を［図表 1］にまとめたので、まずは全体像をつか

んでいただきたい。

［ 1］健康保険法、厚生年金保険法等【審議中】

⑴傷病手当金制度の見直し

　（施行予定日：令和 4年 1月 1日）

　現行では「傷病手当金の支給期間は、同一の疾

病又は負傷及びこれにより発した疾病に関しては、

その支給を始めた日から起算して 1年 6月を超え

ないものとする」（健康保険法99条 4 項）とされて

1 はじめに 2 第204回通常国会における�
提出法案の審議状況

3 改正法のポイント

 �第204回通常国会提出法案・審議状況（令和 3年 4月19日現在）図表 1

区　　　分 審議
状況 法　　案　　概　　要 施 行 予 定 日

（法案ベース）

［ 1］�全世代対応型の社会
保障制度を構築する
ための健康保険法等
の一部を改正する法
律案

　　�（令和 3 年 2 月 5 日
提出）

審議
中

⑴傷病手当金制度の見直し【健康保険法】 ⑴令和 4年 1月 1日
⑵任意継続被保険者制度の見直し【同上】 ⑵同上
⑶�育児休業中の保険料免除要件の見直し【健康保険法、厚生年
金保険法等】

⑶令和 4年10月 1 日

⑷�後期高齢者医療における窓口負担割合の見直し【高齢者の医
療の確保に関する法律】

⑷�令和 4年10月 1 日〜令和 5
年 3月 1日までの間におい
て政令で定める日

［ 2］�育児休業、介護休業
等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉
に関する法律及び雇
用保険法の一部を改
正する法律案

　　�（令和 3 年 2 月26日
提出）

審議
中

⑴�有期雇用労働者に係る育児休業・介護休業の申し出要件の見
直し【育児・介護休業法】

⑴令和 4年 4月 1日

⑵�育児休業等に関して事業主が講ずべき措置の見直し【同上】 ⑵同上
⑶�現行の育児休業の見直し（育児休業の分割取得等）【同上】 ⑶�公布の日から起算して 1年

6カ月を超えない範囲内に
おいて政令で定める日

⑷出生時育児休業の新設【同上】 ⑷同上
⑸育児休業の取得の状況の公表【同上】 ⑸令和 5年 4月 1日
⑹�育児休業給付金の支給に係るみなし被保険者期間の計算方法
の見直し【雇用保険法】

⑹�公布の日から起算して 3カ
月を超えない範囲内におい
て政令で定める日

⑺育児休業給付金の見直し【同上】 ⑺�公布の日から起算して 1年
6カ月を超えない範囲内に
おいて政令で定める日
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特集 2

おり、傷病手当金を受給していた被保険者が一時

的に就労可能となって傷病手当金が支給されない

期間が生じたとしても、傷病手当金の受給期間は

あくまで支給開始日から 1年 6カ月となっていた。

そのため、例えばがん治療で入退院を繰り返すよ

うな場合に、制度を柔軟に利用できないとの指摘

があった。そこで、傷病手当金が支給された期間

を通算して 1年 6カ月間を支給期間とする仕組み

に改めることとする［図表 2］。

⑵任意継続被保険者制度の見直し

　（施行予定日：令和 4年 1月 1日）

　任意継続被保険者制度は、健康保険の被保険者

が退職した後も一定要件下で在職時に加入してい

た健康保険の被保険者となることができるもので

あり、退職後に加入する医療保険（健康保険）の

選択肢の一つとなる［図表 3］。

＜任意継続被保険者となるための要件＞

⑴�資格喪失日の前日までに「継続して 2カ月以上

の被保険者期間」があること

⑵�資格喪失日から「20日以内」※ 2に保険者へ申し

出ること※ 3

※ 2　20日目が土日・祝日の場合は翌営業日以内。

※ 3　郵送による提出の場合は書類到着が20日以内。

　任意継続被保険者制度は、その意義の一つとし

て、退職後に国民健康保険へ移行することによる

給付率低下（ 8割→ 7割）の緩和があった。しか

し、平成15年 4 月からは被用者保険における70歳

未満の給付率も 7割（自己負担が 3割）となった

ことから、制度の意義が薄れてきているとの指摘

がされていた。

　今回の改正では、健康保険組合（協会けんぽを

除く。以下、本項および［図表 4］において同様）

の実情に応じた柔軟な制度設計を可能とするため、

任意継続被保険者の標準報酬月額の決定方法を見

 �退職後に加入する医療保険（健康保険）の
選択肢

図表 3

 �傷病手当金の支給期間の通算化図表 2

【改正案】

【現行】 手当金支給手当金不支給
休業
初日

支給
開始

支給
終了

待期期間 労務不能（休業） 一時就労 労務不能（休業）

2 カ月4カ月

3日間

1年

支給開始日から起算して 1 年 6 カ月間

休業
初日

支給
開始

支給
終了

待期期間 労務不能（休業） 一時就労 労務不能（休業）

6 カ月4カ月

3日間

1年

支給期間① 支給期間②

支給開始日から通算して 1 年 6 カ月間

⑴国民健康保険
⑵被用者保険（被扶養者としての加入）
⑶被用者保険（任意継続被保険者）
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労働法令
今国会で成立・審議中の労働関係法案

直すこととした。

　現行では保険料負担軽減の観点から、標準報酬

月額に実質的な上限が設けられているところ、健

康保険組合の規約に基づき上限を超える標準報酬

月額とすることを可能とする［図表 4］。

　また、最大 2年間とされている任意継続被保険

者の被保険者期間については、任意継続被保険者

の生活実態に応じた加入期間の短縮化を支援する

観点から、任意継続被保険者の現行の資格喪失事

由［図表 5］に「任意継続被保険者でなくなること

を希望する旨を、厚生労働省令で定めるところに

より、保険者に申し出た場合において、その申出

が受理された日の属する月の末日が到来したとき」

を追加して、任意脱退を認めるよう改めることと

する。

⑶育児休業中の保険料免除要件の見直し

　（施行予定日：令和 4年10月 1 日）

　育児・介護休業法に基づく満 3歳未満の子を養

育するための育児休業等（育児休業および育児休

業に準ずる休業）を行っている被保険者について

は、その経済的負担に配慮して、健康保険の保険

者および日本年金機構へ申し出ることで健康保険

料および厚生年金保険料が免除される仕組みが設

けられている。

　保険料が免除される期間は、「育児休業等を開

 �任意継続被保険者の標準報酬月額図表 4

 �任意継続被保険者の資格喪失事由（現行）図表 5

現 行 改 正 案

任意継続被保険者の標準報酬月額は、次に掲げ
る額のうちいずれか少ない額とする。

⑴�当該任意継続被保険者が被保険者の資格を喪
失したときの標準報酬月額

⑵�前年（ 1〜 3月までの標準報酬月額について
は、前々年）の 9月30日における当該任意継
続被保険者の属する保険者が管掌する全被保
険者の同月の標準報酬月額を平均した額（健
康保険組合が当該平均した額の範囲内におい
てその規約で定めた額があるときは、当該規
約で定めた額）を標準報酬月額の基礎となる
報酬月額とみなしたときの標準報酬月額

※⑵が実質的な上限。

健康保険組合について、以下のとおり例外を認
める。

⑴の額が⑵の額を超える任意継続被保険者につ
いて、規約で定めるところにより、⑴の額（当
該健康保険組合が⑵の額を超え⑴の額未満の範
囲内においてその規約で定めた額があるときは、
当該規約で定めた額を標準報酬月額の基礎とな
る報酬月額とみなしたときの標準報酬月額）を
その者の標準報酬月額とすることができる

任意継続被保険者は、次のいずれかに該当するに至った日の翌日（④〜⑥まで
のいずれかに該当するに至ったときは、その日）から、その資格を喪失する

①�任意継続被保険者となった日から起算して 2年を経過したとき
②�死亡したとき
③�保険料（初めて納付すべき保険料を除く）を納付期日までに納付しなかった
とき（納付の遅延について正当な理由があると保険者が認めたときを除く）

④被保険者となったとき
⑤船員保険の被保険者となったとき
⑥後期高齢者医療の被保険者等となったとき
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特集 2

始した日の属する月からその育児休業等が終了す

る日の翌日が属する月の前月までの期間」とされ

ている。つまりは月末時点で育児休業等をしてい

る場合に、当月の保険料が（賞与の支給月であれ

ば賞与に係る保険料も）免除されることとなる。

そのため、例えば同じ 2週間の育児休業等であっ

ても、その育児休業等の期間に月末が含まれてい

るか否かによって保険料免除が左右される結果と

なる。

　そうした公平性の問題はもとより、育児休業等

の取得促進の観点からも、保険料免除要件を改め

ることとする［図表 6］。

⑷後期高齢者医療における窓口負担割合の見直し

　�（施行予定日：令和 4年10月 1 日〜令和 5年 3

月 1日までの間において政令で定める日）

　後期高齢者（75歳以上）の窓口負担割合につい

ては、現役並み所得（課税所得145万円以上）であ

 �育児休業中の保険料免除要件の改正案図表 6

が免除対象月

⑴育児休業等を開始した日の属する月と終了する日の翌日が属する月とが異なる場合
　⇒開始日の属する月から終了日の翌日が属する月の前月までの月の保険料を免除

⑵�育児休業等を開始した日の属する月と終了する日の翌日が属する月とが同一であり、かつ、当該月における育児休業等
の日数として厚生労働省令で定めるところにより計算した日数が14日以上である場合

　⇒当該月の保険料を免除

【賞与に係る保険料の免除の取り扱い】
　保険料の免除要件を上記⑴⑵の 2区分とした上で、育児休業等の期間が 1カ月以下である場合は、標準報酬月額に係る
保険料に限り、免除の対象とする（賞与に係る保険料は徴収）。
　よって、上記の例のうち、免除対象月に賞与が支給された場合にその保険料が免除されることとなるのは、例①と例②
である。

［例①］

［例②］

［例③］

5月4月3月

5月4月3月

5月4月3 月

育児休業等の期間： 4月28日～ 5月 6日（ 1カ月以下）

育児休業等の期間： 3月 9日～ 4月12日（ 1カ月超）

育児休業等の期間： 3月22日～ 5月31日（ 1カ月超）

［例④］

［例⑤］

6月5月4月

6月5月4月

育児休業等の期間： 5月19～21日（ 3日間＝ 1カ月以下）

育児休業等の期間： 4月 6～24日（19日間＝ 1カ月以下）

〈保険料は免除されない〉
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労働法令
今国会で成立・審議中の労働関係法案

る者は 3割、それ以外の者は 1割負担とされてい

る。70歳までの就業機会確保や、年金の受給開始

時期の選択肢の拡大による高齢期の経済基盤の充

実を図る取り組み等に合わせて、医療においても、

現役並み所得者を除く75歳以上の後期高齢者医療

の負担の仕組みについて、負担能力に応じたもの

へと改革していく必要があるとの課題提起がされ

ていた。これを受け、後期高齢者医療の被保険者

のうち、現役並み所得者以外の被保険者であって

一定所得以上※ 4であるものについて、窓口負担割

合を 2割に改めることとする。

※ 4 �　課税所得が28万円以上かつ年収200万円以上（単身世

帯の場合。複数世帯の場合は後期高齢者の年収合計が

320万円以上）とし、政令で規定する。

　　�　長期頻回受診患者等への配慮措置として、外来受診

において、施行後 3年間、 1カ月の負担増を最大でも

3000円とする措置については、政令で規定する。

［ 2］育児・介護休業法【審議中】

　育児・介護休業法は、振り返ってみるとまだま

だ新しい法律であり、特にここ10年ほどの間で改

正が繰り返されている［図表 7］。

　とりわけ、男性の育児休業取得率向上はかねて

からの課題であり、政府が令和 2年 5月29日に閣

議決定した「少子化社会対策大綱」では、「2025年

に30％」との数値目標を掲げている。しかし、厚

生労働省「令和元年度 雇用均等基本調査（事業所

調査）」によれば、男性の育児休業取得率は7.48％

（前年度は6.16％）であり、現状のペースでは目標

達成には程遠いと言わざるを得ない。

　そうした中、男性の育児休業取得促進対策を強

化して出産・育児による労働者の離職を防ぐべく、

労働政策審議会雇用環境・均等分科会において育

児・介護休業法の改正に向けた検討が重ねられ、

今回の改正法案提出に至った。

 �育児・介護休業法のこれまでの改正図表 7

施　行　日 改 正 概 要

平成 7年10月 1 日 ■育児・介護休業法施行
　※前身は平成 4年に施行されていた育児休業法
　※介護休業は努力義務⇒平成11年 4 月から義務化

平成14年 4 月 1 日 ■子の看護休暇を努力義務化

平成17年 4 月 1 日 ■一定範囲の有期契約労働者も育児休業・介護休業の取得が可能に
■子が 1歳 6カ月に達するまでの育児休業延長が可能に
■子の看護休暇を義務化

平成22年 6 月30日 ■�3 歳までの子を養育する労働者が希望すれば利用できる短時間勤務制度
（ 1日 6時間）を義務化
■ 3歳までの子を養育する労働者の請求に基づく所定外労働免除を義務化
■パパ・ママ育休プラス制度の創設
■子の看護休暇の拡充（子が 2人以上の場合に10日）
■介護休暇を義務化

平成29年 1 月 1 日 ■介護休業の分割取得を可能に
■子の看護休暇および介護休暇の半日単位取得を可能に
■ハラスメント防止措置を義務化

平成29年10月 1 日 ■子が 2歳に達するまでの育児休業延長が可能に
■休業等の制度を個別に周知するための措置を講ずることを努力義務化
■育児目的休暇導入を努力義務化（小学校就学前の子を養育する者）

令和 3年 1月 1日 ■子の看護休暇および介護休暇の時間単位取得を可能に
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⑴�有期雇用労働者に係る育児休業・介護休業の申し

出要件の見直し

　（施行予定日：令和 4年 4月 1日）

　雇用形態にかかわらず育児休業・介護休業を取

得しやすくなるよう、有期雇用労働者に係る育児

休業・介護休業の申し出要件の一つである「当該

事業主に引き続き雇用された期間が 1年以上であ

る者」を削除する。なお、労使協定の締結に基づ

いて勤続 1年未満の者を休業申し出の適用除外と

することは、引き続き可能である。

⑵�育児休業等に関して事業主が講ずべき措置の見

直し

　（施行予定日：令和 4年 4月 1日）

　職場の雰囲気や制度の不知等を理由として育児

休業の申し出をしないことを防ぐため、子が生ま

れる労働者に対する個別の働き掛けや育児休業が

取りやすい職場環境の整備を事業主に求めること

とする。

ア�妊娠または出産等についての申し出があった�

場合における措置

　事業主は、労働者が当該事業主に対し、当該労

働者またはその配偶者が妊娠し、または出産した

ことその他これに準ずるものとして厚生労働省令

で定める事実を申し出たときは、厚生労働省令で

定めるところにより、当該労働者に対して、以下

の措置を講じなければならないこととする。

［講ずべき措置①］

育児休業に関する制度その他の厚生労働省令で定

める事項を知らせる措置

＜知らせる方法＞ �（労働政策審議会建議※ 5での�

提言内容）

　面談での制度説明、書面等による制度の情報提

供等の複数の選択肢からいずれかを選択すること

とするのが適当である。

［講ずべき措置②］

育児休業に関する制度等の取得意向の確認

＜確認の方法＞ �（労働政策審議会建議※ 5での提

言内容）

　育児休業の取得を控えさせるような形での周知

および意向確認を認めないこと、また、事業主か

ら意向確認のための働き掛けを行えばよいことを、

指針において示すことが適当である。

※ 5 �　労働政策審議会建議「男性の育児休業取得促進策等

について」（令 3. 1.18　労政審発1251。以下、建議）�

参照。

　併せて、事業主は、労働者が当該事業主に対し、

当該労働者またはその配偶者が妊娠し、または出

産したことその他これに準ずるものとして厚生労

働省令で定める事実を申し出たことを理由として、

当該労働者に対して解雇その他の不利益な取り扱

いをしてはならないこととする。

イ雇用環境の整備に関する措置

　事業主は、育児休業の申し出が円滑に行われる

ようにするため、次のいずれかの措置を講じなけ

ればならないこととする。

⑴�その雇用する労働者に対する育児休業に係る研

修の実施

⑵育児休業に関する相談体制の整備

⑶�その他厚生労働省令で定める育児休業に係る雇

用環境の整備に関する措置

⑶�現行の育児休業の見直し（育児休業の分割取得等）

　�（施行予定日：公布の日から起算して 1年 6カ

月を超えない範囲内において政令で定める日）

　出生直後の時期に限らず、その後も継続して夫

婦でともに育児を担うことができるようにするた

め、夫婦交代で育児休業を取得しやすくする等の

措置を講じることが適当との観点から、現行の育

児休業について所要の見直しを行うこととする。
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後述の出生時育児休業を含め、改正案の全体像は、

［図表 8］のとおりである。

ア育児休業の分割取得・再取得等

　 1歳に満たない子についてする育児休業（後述

3［ 2 ］⑷の出生時育児休業を除く）について 2回

までの分割取得を可能とし、 1歳以降の育児休業

についても厚生労働省令で定める特別の事情があ

る場合に再取得を可能とする［図表 9］。なお、 1

歳に満たない子についてする育児休業（後述 3
［ 2 ］⑷の出生時育児休業を除く）について 2回ま

での分割取得を可能とすることに伴い、育児休業

の申し出を撤回した場合であっても 1回の育児休

業をしたものと見なすこととする。

イ育児休業開始日の柔軟化

　保育所に入所できない等の理由により 1歳以降

も延長して育児休業を取得する場合について、延

長した場合の育児休業の開始日が各期間（ 1歳〜

1歳 6カ月、 1歳 6カ月〜 2歳）の初日に限定さ

れているため、現行制度では各期間の開始時点で

しか夫婦交代ができないが、開始日を柔軟化する

ことで各期間の途中でも夫婦交代を可能（途中か

ら取得可能）とする［図表10］。

 �育児休業に関する改正案の全体像図表 8

改正後

改正前

父

母

出生 出生後
8週 2歳1歳半1歳

保育所に入所できない等の場合

産休 育児休業 育児休業 育児休業

育児休業 育児休業育休 育休

開始時点が 1歳時点または 1歳
6カ月時点に限定されているた
め、途中で交代できない

3度目の取得は
できない

出産後 8週間以内に育
児休業取得した場合の
再取得（パパ休暇）

父

母

出生 出生後
8週 2歳1歳半1歳

保育所に入所できない等の場合

産休 育児休業 育休 育休

育休育休 育休休 休 育休

開始時点を柔軟化すること
で、途中交代可能に

妻の職場復帰等の
タイミング

里帰りから戻る
タイミング

出生時・
退院時

子の出生後 8週以内の休業
→分割して 2回取得可能

育児休業
→分割して 2回取得可能

1 歳以降の育児休業
→途中交代可能

資料出所：�厚生労働省�第36回労働政策審議会雇用環境・均等分科会「男性の育児休業取得促進等に関する参考資料集」（令和 3年
1月18日）

制度改正により実現できる働き方・休み方（イメージ）
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 �育児休業の分割取得・再取得図表 9

【 1歳に満たない子についてする育児休業（出生時育児休業を除く）の分割取得】

現 行 改 正 案

子の出生の日から起算して 8週間を経過する日の翌日までの期
間内での育児休業（いわゆる「パパ休暇」）を除き、育児休業を
したことがある労働者は、厚生労働省令で定める特別の事情が
ある場合でなければ、当該子について再度の育児休業を申し出
ることができない

厚生労働省令で定める特別の事情がある場合を除き、育児休業
の申し出は 2回まで

※�育児休業の申し出が 2回まで可能となることに伴い、現行の
パパ休暇に係る規定は削除される

【 1歳〜 1歳 6カ月に達するまでの子についてする育児休業の再取得】

現 行 改 正 案

次のいずれにも該当する場合に限り、育児休業をすることがで
きる
①�当該申し出に係る子について、当該労働者またはその配偶者
が、当該子の 1歳到達日において育児休業をしている場合
②�当該子の 1歳到達日後の期間について休業することが雇用の
継続のために特に必要と認められる場合として厚生労働省令
で定める場合に該当する場合

次のいずれにも該当する場合に限り、育児休業をすることがで
きる
①�当該申し出に係る子について、当該労働者またはその配偶者
が、当該子の 1歳到達日において育児休業をしている場合
②�当該子の 1歳到達日後の期間について休業することが雇用の
継続のために特に必要と認められる場合として厚生労働省令
で定める場合に該当する場合
③�当該子の 1歳到達日後の期間において、この項の規定による
申し出により育児休業（ 1歳〜 1歳 6カ月に達するまでの子
についてする育児休業のこと）をしたことがない場合

上記③のとおり原則は 1回限りの申し出だが、厚生労働省令で
定める特別の事情（第 2子以降の子の産休により育児休業が終
了し、死産となった場合等：建議での提言内容）がある場合に
ついては、上記②に該当すれば再取得が可能

【 1歳 6カ月〜 2歳に達するまでの子についてする育児休業の再取得】

現 行 改 正 案

次のいずれにも該当する場合に限り、育児休業をすることがで
きる
①�当該申し出に係る子について、当該労働者またはその配偶者
が、当該子の 1歳 6カ月到達日において育児休業をしている
場合
②�当該子の 1歳 6カ月到達日後の期間について、休業すること
が雇用の継続のために特に必要と認められる場合として、厚
生労働省令で定める場合に該当する場合

次のいずれにも該当する場合に限り、育児休業をすることがで
きる
①�当該申し出に係る子について、当該労働者またはその配偶者
が、当該子の 1歳 6カ月到達日において育児休業をしている
場合
②�当該子の 1歳 6カ月到達日後の期間について、休業すること
が雇用の継続のために特に必要と認められる場合として、厚
生労働省令で定める場合に該当する場合
③�当該子の 1歳 6カ月到達日後の期間において、この項の規定
による申し出により育児休業（ 1歳 6カ月〜 2歳に達するま
での子についてする育児休業のこと）をしたことがない場合

上記③のとおり原則は 1回限りの申し出だが、厚生労働省令で
定める特別の事情（第 2子以降の子の産休により育児休業が終
了し、死産となった場合等：建議での提言内容）がある場合に
ついては、上記②に該当すれば再取得が可能
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⑷出生時育児休業の新設

　�（施行予定日：公布の日から起算して 1年 6カ

月を超えない範囲内において政令で定める日）

　実際に男性の取得ニーズの高い子の出生直後の

時期について、現行の育児休業よりも柔軟で取得

しやすい新たな仕組み（出生時育児休業）を設け

ることとする。

ア出生時育児休業の枠組み

　子の出生日または出産予定日のいずれか遅いほ

うから 8週間以内の期間（休業可能期間）におい

て、 4週間以内の期間を定めてする休業とする。

なお、有期雇用労働者の場合は、休業可能期間の

終期から 6カ月を経過する日までに労働契約が満

了することが明らかでない者に限り、申し出をす

ることができる。

イ出生時育児休業の回数と日数

　出生時育児休業の回数は 2回までとするが、分

割して取得する場合であっても、初めにまとめて

申し出なければならない。また、出生時育児休業

の日数は、合計28日までとする。なお、各企業の

既存の育児目的のための休暇（法定の休暇を除く）

が、出生時育児休業制度の取得日数以外の要件を

満たすものであれば、当該休暇の日数も含めて28

日の取得が確保されればよいと解される旨を、前

掲建議では言及している。

 �育児休業開始日の柔軟化図表10

【 1歳〜 1歳 6カ月に達するまでの子についてする育児休業の開始日の柔軟化】

現 行 改 正 案

子の 1歳到達日の翌日（＝ 1歳の誕生日。ただし、パパ・ママ
育休プラスの場合は、休業終了予定日の翌日）を育児休業開始
予定日としなければならない

厚生労働省令で定める特別の事情（第 2子以降の子の産休によ
り育児休業が終了し、死産となった場合等：建議での提言内容）
がある場合を除き、育児休業開始予定日は次のとおりとしなけ
ればならない

＜原則＞
子の 1歳到達日の翌日（＝ 1歳の誕生日。ただし、パパ・ママ
育休プラスの場合は、休業終了予定日の翌日）
＜例外＞
1歳〜 1歳 6カ月に達するまでの子について配偶者が既に育児
休業をしている場合には、配偶者の休業終了予定日の翌日以前
の日を休業開始予定日とすることができる

【 1歳 6カ月〜 2歳に達するまでの子についてする育児休業の開始日の柔軟化】

現 行 改 正 案

子の 1歳 6カ月到達日の翌日（＝ 1歳 6カ月の誕生日応当日）
を育児休業開始予定日としなければならない

厚生労働省令で定める特別の事情（第 2子以降の子の産休によ
り育児休業が終了し、死産となった場合等：建議での提言内容）
がある場合を除き、育児休業開始予定日は次のとおりとしなけ
ればならない

＜原則＞
子の 1歳 6カ月到達日の翌日（＝ 1歳 6カ月の誕生日応当日）
＜例外＞
1歳 6カ月〜 2歳に達するまでの子について配偶者が既に育児
休業をしている場合には、配偶者の休業終了予定日の翌日以前
の日を休業開始予定日とすることができる

労政時報　第4014号/21. 5.14/ 5.28 39



特集 2

ウ�労使協定による出生時育児休業申し出の適用�

除外

　労使協定の締結により、以下の者について出生

時育児休業の申し出を適用除外とすることができ

る。

⑴入社 1年未満の者

⑵�申し出の日から 1年以内に雇用関係が終了する

ことが明らかな者

⑶ 1週間の所定労働日数が 2日以下の者

エ出生時育児休業の申し出の期限

　原則として 2週間前までとする。ただし、以下

の事項を労使協定で定めている場合には、 2週間

超 1カ月前までの期間で申し出の期限を設定する

ことができる。

⑴�出生時育児休業や育児休業の取得率、取得期間

に関する目標および事業主の方針

⑵�休業開始予定日の 1カ月前までに申し出が円滑

に行われるようにするための職場環境の整備、

業務の調整、労働者の配置その他の措置（ 3
［ 2 ］⑵イの措置義務を上回る措置として、これ

らのうち複数の措置を実施している場合等）

⑶�労働者へ休業取得の個別の働き掛けを行うだけ

でなく、具体的な取得意向の個別の把握まで行

うこと

⑷�申し出の期限（ 2週間超 1カ月前まで）

［注］�　⑴〜⑶は前掲建議での提言内容であり、正式には省

令で規定される。

オ出生時育児休業の終了事由

　次のいずれかの事情が生じた場合には、当該事

情が生じた日（④の場合は、その前日）に出生時

育児休業は終了する。

①�子の死亡等育児休業に係る子を養育しないこと

となった場合

②�子の出生の日の翌日（出産予定日前の出生の場

合は、当該出産予定日の翌日）から起算して 8

週間を経過した場合

③�出生時育児休業の日数が28日に達した場合

④�申出者について、産前産後休業、育児休業、介

護休業または新たな出生時育児休業が始まった

場合

カ出生時育児休業期間における就労

　出生時育児休業の対象期間である出生後 8週間

以内は、女性の産後休業期間中でもあり、労働者

本人以外にも育児をすることができる者が存在す

る場合もある。そこで、労働者の意に反したもの

とならないことを担保した上で（労使協定を締結

している場合に限り）、労働者の意向を踏まえて、

事業主の必要に応じ事前に調整し、労働者と合意

した範囲内で就労を認めることとする［図表11］。

なお、前掲建議では、休業期間の労働日の半分を

就労可能日数の上限とすることが提言されている。

キ�出生時育児休業を理由とした不利益取り扱いの

禁止

　事業主は、以下の事由を理由として、当該労働

者に対して解雇その他不利益な取り扱いをしては

ならない。

・�育児休業の申し出をしたこと

・�育児休業をしたこと

・�出生時育児休業の申し出をしたこと

・�出生時育児休業をしたこと

・�出生時育児休業期間中の就労に関する申し出を

したこと

・�出生時育児休業期間中の就労に関する事業主か

らの日時の提示に同意しなかったこと、その他

出生時育児休業期間中の就労に関する事由で

あって厚生労働省令で定めるもの
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⑸育児休業の取得の状況の公表

　（施行予定日：令和 5年 4月 1日）

　常用雇用労働者数が1000人を超える事業主は、

厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なく

とも 1回、その雇用する労働者の育児休業の取得

の状況として厚生労働省令で定めるものを公表し

なければならないこととする。

　なお、後述 3［ 4］の「くるみん認定」の認定基

準の見直しに合わせて、育児休業等取得率または

育児休業等および育児目的休暇の取得率を公表し

ていることを「くるみん認定」の基準とすること

が、前掲建議で提言されている。

［ 3］雇用保険法

⑴�育児休業給付金の支給に係るみなし被保険者�

期間の計算方法の見直し

　�（施行予定日：公布の日から起算して 3カ月を

超えない範囲内において政令で定める日）

　育児休業給付を受給するためには、育児休業開

始日からさかのぼって 2年間にみなし被保険者期

間（休業を開始した日の前日に離職したと見なし

た場合の被保険者期間算定対象期間）が12カ月以

上あることが必要となる。

　みなし被保険者期間は、被保険者であった期間

のうち、育児休業開始日または各月においてその

日に応当し、かつ、被保険者であった期間内にあ

る日（その日に応当する日がない月においては、

その月の末日）の前日からそれぞれ、その前月の

応当日までさかのぼった各期間（賃金の支払いの

基礎となった日数が11日以上あるもの）を 1カ月

として計算する（なお、育児休業開始日が令和 2

年 8月 1日以降であって、育児休業開始日以前の

2年間に賃金支払基礎日数の11日以上の月が12カ

月に満たない場合は、被保険者であった期間のう

ち、育児休業開始日または各月においてその日に

応当し、かつ、被保険者であった期間内にある日

〔その日に応当する日がない月においては、その月

の末日〕の前日からそれぞれ、その前月の応当日

までさかのぼった各期間〔賃金の支払いの基礎と

なった時間数が80時間以上であるもの〕を 1カ月

 �出生時育児休業期間における就労図表11

労使協定の締結

労働者が就労してもよい場合は事業主にその条件（就労してもよい日時や上限日数・
時間数）を申し出る
※�休業開始日・終了日と併せて申し出ることが望ましいが、業務状況の見通しが立っ
たタイミングなど、休業開始前までの任意のタイミングで申し出ることができ、ま
た、休業開始までは、申し出た条件の変更も可能

事業主が休業期間中に就労させたい場合には、労働者が申し出た条件の範囲内で、就
労候補日・時間を提示する

労働者が同意した範囲で就労させることができる
※�休業開始前までは任意のタイミングで同意を撤回することが可能。また、休業開始
後は、配偶者の疾病等やそれに準ずる心身の状態の悪化等の特別な事情がある場合
には、同意の撤回が可能

資料出所：前掲建議の内容を基に筆者が作成。
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特集 2

として計算する）。

　この取り扱いにつき、出産日のタイミングによっ

て育児休業給付の受給要件を満たさなくなるケー

スを解消するため、以下のとおり特例を設けるこ

ととする。

　原則のみなし被保険者期間が12カ月に満たない

場合は、労働基準法の規定による産前休業を開始

した日（厚生労働省令で定める理由により当該日

によることが適当でないと認められる場合におい

ては、当該理由に応じて厚生労働省令で定める日）

から起算して計算する。

⑵育児休業給付金の見直し

　�（施行予定日：公布の日から起算して 1年 6カ

月を超えない範囲内において政令で定める日）

ア�育児休業の分割取得に対応した育児休業給付金

の見直し

　育児休業の 2回までの分割取得が可能となるこ

とに伴い、育児休業給付金について以下の見直し

を行うこととする。

⑴�被保険者が同一の子についてする育児休業は、

厚生労働省令で定める場合に該当するものを除

き、 2回目までの育児休業を育児休業給付金の

支給対象とする。

⑵�被保険者が同一の子について 2回以上の育児休

業をした場合は、初回の育児休業を開始した日

を基準として、みなし被保険者期間および休業

開始時賃金日額を計算する。

イ出生時育児休業給付金の新設

　出生時育児休業の新設に伴い、当該休業に対応

した出生時育児休業給付金を育児休業給付に追加

する［図表12］。

［ 4］「くるみん認定」の認定基準の見直し

　今回の提出法案に含まれている事項ではないが、

育児休業に関する改正に合わせて「くるみん認定」

の認定基準を見直すことが前掲建議で提言されて

いる。

　「くるみん認定」とは、次世代育成支援対策推進

 �出生時育児休業給付金の新設図表12

支給額 「休業開始時賃金日額×出生時育児休業をした期間の日数」×67％

賃金の支払い
がある場合の
支給調整

支払われた賃金が、「休業開始時賃金日額×出生時育児休業をした期
間の日数」（A）の
①13％以下の場合：「A×67％」を支給
②13％超80％未満の場合：「A×80％－賃金額」を支給
③80％以上の場合：支給されない

不支給事由 被保険者が次のいずれかに該当する出生時育児休業をしたときは、
出生時育児休業給付金を支給しない
①�同一の子について当該被保険者が 3回以上の出生時育児休業をし
た場合の 3回目以後の出生時育児休業

②�同一の子についてした出生時育児休業の日数が合計28日に達した
日後の出生時育児休業

その他 既に同一の子について出生時育児休業給付金の支給を受けていた場
合における育児休業給付金の支給率は、当該被保険者が初回の育児
休業を開始した日から起算し、育児休業給付金の支給に係る休業日
数および出生時育児休業給付金の支給に係る休業日数が通算して180
日に達する日までの間に限り、67％とする
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労働法令
今国会で成立・審議中の労働関係法案

法に基づき、従業員の仕事と子育ての両立のため

の行動計画を策定・実施するなど、一定の要件を

満たした企業を子育てサポート企業として認定す

る制度である。

　また、くるみん認定企業のうち、より高い水準

の要件を満たした企業は、より優良な子育てサポー

ト企業として「プラチナくるみん認定」（特例認

定）を受けることができる。この「くるみん認定」

および「プラチナくるみん認定」の認定基準につ

いて提言されている見直し（認定基準の引き上げ）

の内容は、［図表13］のとおりである。なお、認定

基準の引き上げに伴い、現行の「くるみん認定」

の認定基準を参考として、三つ目の新たな類型

（「トライくるみん」〔仮称〕）を創設することも提

言されている。

 �「くるみん認定」および「プラチナくるみん認定」の認定基準の見直し図表13

【くるみん認定】

現 行 見 直 し 案

＜認定基準 5＞
計画期間において、次の⑴または⑵を満たすこと
⑴�男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に占める育児休業等
を取得した者の割合が 7 ％以上であること

⑴「 7％以上」
　⇒「10％以上」

⑵�男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に占める育児休業等
を取得した者および企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した
者の割合が合わせて15％以上であり、かつ、育児休業等を取得した者
が 1人以上いること

⑵�「15％以上であり、かつ、育児休業
等を取得した者が 1人以上」
　⇒�「20％以上であり、かつ、育児休

業等を取得した者が 1人以上」

【プラチナくるみん認定】

現 行 見 直 し 案

＜特例認定基準 5＞
計画期間において、次の⑴または⑵を満たすこと
⑴�男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に占める育児休業等
を取得した者の割合が13％以上であること

⑴「13％以上」
　⇒「30％以上」

⑵�男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に占める育児休業等
を取得した者および企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した
者の割合が合わせて30％以上であり、かつ、育児休業等を取得した者
が 1人以上いること

⑵�「30％以上であり、かつ、育児休業
等を取得した者が 1人以上」
　⇒�「50％以上であり、かつ、育児休

業等を取得した者が 1人以上」

＜特例認定基準10＞
計画期間において、次の⑴または⑵を満たすこと
⑴�子を出産した女性労働者のうち、子の 1歳誕生日まで継続して在職（育
児休業等を利用している者を含む）している者の割合が90％以上であ
ること

⑵�子を出産した女性労働者および子を出産する予定であったが退職した
女性労働者の合計数のうち、子の 1歳誕生日まで継続して在職してい
る者（子の 1歳誕生日に育児休業等を利用している者を含む）の割合
が55％以上であること

⑵「55％以上」
　⇒「70％以上」

＜その他＞
特例認定後 1回目の公表で基準を満たさず、2回目の公表でも同じ項目について 2回連続で基準を満たさなかっ
た場合は認定取り消しの対象となるところ、本改正に伴い、施行から 1年の間は基準を満たさずとも取り消し
の事由としては数えないこととする
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